
No 事業名 事業分類

計画申請時の事業の概要

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

総事業費 事業費
内交付金

充当予定額
事業始期 事業終期 事業実施内容 成果目標 効果検証 担当課

1

住民非課税世帯生活

応援給付金事業（物

価高騰分）

低所得世帯

支援枠

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の

方々の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③給付金額…R５年度分の住民税非課税世帯　900世帯×70千円、

事務費…1820千円

事務費の内容　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業

務委託料　として支出]

④R５年度分の住民税非課税世帯　（900世帯）

60,160,210 60,160,210 47,792,000 R6.1.22 R6.3.25

給付実績

　▼対象世帯850名×70,000円＝59,500,000円

事務費

　▼システム改修費・振込手数料・郵送料他

660,210円

【成果目標】

対象世帯に対して令和6年1月

までに支給を開始する

【成果】

対象世帯に対して令和6年1月

から支給を実施

成果目標である令和6年1月から支給を開

始することができ、対象世帯へ速やかな

給付を行うことができた。物価高騰が生

活に深刻な影響がでている中、給付金を

支給することにより、生活の安定につな

がった。

企画課

2
住民税均等割臨時特

別給付金

給付金・定

額減税一体

支援枠

①物価高が続く中で住民税非課税世帯だけでなく、個人住民税均

等割のみの課税がなされる世帯への支援を行うことで、低所得の

方々の生活を維持する。

②住民税均等割りのみ課税世帯への給付金及び事務費

③給付金額…R５年度分の対象世帯　200世帯×100千円、事務費

…770千円

事務費の内容　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業

務委託料　として支出]

④R５年度分の住民税均等割りのみ課税世帯　（200世帯）

15,477,767 15,477,767 15,477,767 R6.3.1 R6.8.20

給付実績

　▼対象世帯144名×100,000円＝14,400,000円

事務費

　▼システム改修費・振込手数料・郵送料他

1,077,767円

【成果目標】

対象世帯に対して令和6年2月

までに支給を開始する

【成果】

対象世帯に対して令和6年4月

から支給を実施

対象者抽出に時間を要し、成果目標であ

る令和6年2月から支給を開始することが

出来ず4月支給開始となってしまった

が、対象世帯に対し給付を実施すること

ができた。物価高騰が生活に深刻な影響

がでている中、給付金を支給することに

より、生活の安定につながった。

企画課

3

住民税非課税世帯臨

時特別給付金(子ども

加算分)

給付金・定

額減税一体

支援枠

①物価高が続く中で低所得世帯の子育て世帯へ更なる支援を行う

ことで、低所得の方々の生活を維持する。

②低所得者の子育て世帯へ、世帯内で扶養されている18歳以下の

子の人数に合わせた給付金及び事務費

③給付金額…R５年度分の対象者数　70人×50千円、事務費…770

千円

事務費の内容　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業

務委託料　として支出]

④R５年度分の低所得者子育て世帯　（給付金加算対象者数70人）

4,450,000 4,450,000 4,450,000 R6.3.1 R6.8.20

給付実績

　▼対象者89名×50,000円＝4,450,000円

事務費

　※住民税均等割臨時特別給付金事業へ一括計上

【成果目標】

対象世帯に対して令和6年3月

までに支給を開始する

【成果】

対象世帯に対して令和6年4月

から支給を実施

対象者抽出に時間を要し、成果目標であ

る令和6年2月から支給を開始することが

出来ず4月支給開始となってしまった

が、対象者に対し給付を実施することが

できた。物価高騰が生活に深刻な影響が

でている中、給付金を支給することによ

り、生活の安定につながった。

企画課

10
地域の生活支援事業

（物価高騰対策）

推奨事業メ

ニュー

①燃料・物価高騰により支出が増える村民、及び村内業者の活性

化を目的とし、村民全員に対し、村内で使用可能な地域振興券を

配布する。

②全村民（4,819人）に対して、村内で使用できる一人あたり

5,000円分の地域振興券の配布

③人件費1,752千円、消耗品費100千円、印刷製本費1,164千円、郵

便料1,410千円、地域振興券5千円×4,819人＝24,095千円、その他

一般財源を充当予定。

④全村民

27,029,527 27,029,527 21,399,000 R6.12.15 R6.7.31

・会計年度任用職員雇用　　1,252,026円

・事務用品、振興券印刷　　1,143,303円

・郵送料　　　　　　　　　1,154,198円

・配布枚数実績 47,730枚（4,773名）

・村内利用実績店舗　45カ所

・内換金実績　46,960枚　 23,480,000円

　（内42,798枚分が交付金充当）

・換金率　98.39%

【成果目標】

地域振興券使用率98%

【成果】

地域振興券使用率98.39%

成果目標については、多くの方に使って

いただくため広報やライン等様々な周知

を行い、達成することができた。物価及

び燃料高騰が続き、生活に影響をが出て

いる中、村内事業者の事業継続支援とと

もに住民生活支援をすることができた。

産業環境課

合　　　　　　　　　計 107,117,504 107,117,504 89,118,767
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